
藤沢市認可保育所等一時預かり事業実施要綱 

 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」とい

う。）第６条の３第７項及び児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１

号）第３６条の３５第１項に規定する一時預かり事業を認可保育所等におい

て実施する藤沢市一時預かり事業（以下「一時預かり」という。）について、

必要な事項を定めるものとする。 

 
（一時預かりを実施する施設） 

第２条 一時預かりを実施する施設（以下「実施施設」という。）は、別表第１

のとおりとする。 

 
（一時預かりの内容） 

第３条 一時預かりの内容は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める

ところによる。 
（１）非定型的一時預かり 次条第１項第１号に該当する児童に対し、１週間 

につき３日を限度として行う一時預かり  
（２）緊急的一時預かり 次条第１項第２号に該当する児童に対し、１月につ 

き１０日（保護者が次条第１項第２号アに該当する場合にあっては１４日）

を限度として行う一時預かり 
（３）私的理由による一時預かり 次条第１項第３号に該当する児童に対し、 

１月につき４日を限度として行う一時預かり 

 
（一時預かりの対象者） 

第４条 一時預かり事業の対象となる者は、この市の区域内に居住する児童（保

育所に入所している者、子ども・子育て支援法（平成２７年法律第６５号）第

２０条第３項の規定により保育必要量の認定を受け、認定こども園（就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年

法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園をいう。）において法第

６条の３第７項に規定する保育を受けている者又は法第２４条第２項に規定

する家庭的保育事業等による保育を利用している者を除く。）であって、次の

各号のいずれかに該当するものでなければならない。 
（１）非定型的一時預かり 

保護者が、就労、就学又は職業訓練等により、家庭において保育を受け 
ることが一時的に困難となる児童 



（２）緊急的一時預かり  
保護者が、次のいずれかの事由に該当することにより、家庭において保 

育を受けることが緊急かつ一時的に困難となる児童 
ア 入院している、又は出産後間がないこと。 
イ 通院していること。 
ウ 親族を介護又は看護していること。 

    エ 親族の冠婚葬祭に出席すること。 
オ 災害又は事故を受けたこと。 
カ その他家庭での保育を受けることが困難であると市長が認めた場合 

（３）私的理由による一時預かり  
保護者が、育児等に伴う精神的又は肉体的な負担の軽減等の理由により、

家庭において保育を受けることが一時的に困難となる児童 
２ 前項の規定にかかわらず、この市の区域内に居住していない前項第２号に

該当する児童の祖父母等がこの市の区域内に居住している場合であって、市

長が特に必要と認めるときは、当該児童を一時預かりの対象者とすることが

できる。 

 
（一時預かりの実施日時等） 
第５条 一時預かりを実施する日（以下「実施日」という。）は、月曜日から金

曜日（これらの日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）第

３条に規定する休日、１月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日ま

でに当たる場合を除く。）までの午前８時３０分から午後５時までとし、保育

を受けることができる時間は８時間以内とする。 

 
（一時預かりの登録手続等） 
第６条 一時預かりにより必要な保育を受けようとする児童の保護者は、保育

を希望する実施施設ごとに、一時預かり登録申請書（第１号様式。以下「登録

申請書」という。）を実施施設の施設長（以下「施設長」という。）を通じて市

長に提出しなければならない。ただし、藤沢市特別保育予約システム（以下「予

約システム」という。）を利用して申請する場合は、登録申請書の提出は不要

とする。 
２ 前項の登録は保育を希望する日（以下「希望日」という。）の属する年度の

前年度の３月１日（３月１日が実施日でない場合は翌実施日）から受けること

ができる。 
３ 第１項の登録は、希望日の属する年度ごとに受けるものとする。 
４ 市長は、第１項の申請があったときは、予約システム上で登録情報を管理し、



一時預かり登録通知書（第２号様式）により当該保護者に登録した旨を通知す

るものとする。ただし、予約システムによる申請があったときは、一時預かり

登録通知書を用いず、予約システム及びＷＥＢメールを用いて通知するもの

とする。 
５ 実施施設は、登録申請書の提出を受けた場合や保護者からの依頼があった

場合は、原則として保護者の代わりに予約システムの利用登録を行うことと

する。 

 
（非定型的一時預かりの申請手続等） 
第７条 非定型的一時預かりによる保育を希望する保護者は、非定型的一時預

かり申請書（第３号様式）に第４条第１項第１号に掲げる理由を証する書類を

添えて施設長を通じて市長に提出しなければならない。ただし、予約システム

を利用して申請する場合は、非定型的一時預かり申請書の提出は不要とする。 
２ 前項の申請書については、希望日の１ヶ月前の同日（希望日の１ヶ月前の同

日が実施日でない場合は翌実施日）から提出することができ、当該年度終了ま

での希望日の申請をすることができる。ただし、希望日の属する月が４月であ

る場合は、前月１日から申請書を提出することができる。 
３ 市長は、第１項の申請があったときは、内容を審査して許可又は不許可を決

定し、許可をする場合には非定型的一時預かり決定通知書（第４号様式）、不

許可とする場合には非定型的一時預かり保留通知書（第５号様式）により、施

設長を通じて当該申請者に通知するものとする。ただし、予約システムによる

申請があったときは、非定型的一時預かり決定通知書及び非定型的一時預か

り保留通知書を用いず、予約システム及びＷＥＢメールを用いて通知するも

のとする。 
４ 市長は、受入れを決定するに当たって児童の健康状態等をその保護者から

聴取する等の方法により十分に確認し、他の児童の処遇に支障を来すことの

ないよう留意するものとする。 
５ 第３項の規定により許可を受けた保護者は、非定型的一時預かりを受ける

必要がなくなったときは、速やかに非定型的一時預かり辞退届（第６号様式）

を施設長を通じて市長に提出しなければならない。ただし、予約システムを利

用して申請する場合は、非定型的一時預かり辞退届の提出は不要とする。 

 
（緊急的及び私的理由による一時預かりの申請手続等） 
第８条 緊急的及び私的理由による一時預かりによる保育を希望する保護者は、

緊急的・私的一時預かり申請書（第７号様式）を施設長を通じて市長に提出し

なければならない。この場合において、市長が必要と認めるときは、第４条第



１項第２号に掲げる理由を証する書類を申請書に添えるものとする。ただし、

予約システムを利用して申請する場合は、緊急的・私的一時預かり申請書の提

出は不要とする。 
２ 前項の申請書については、希望日の１ヶ月前の同日（希望日の１ヶ月前の同

日が実施日でない場合は翌実施日）から提出することができる。 
３ 市長は、第１項の申請があったときは、内容を審査して許可又は不許可を決

定し、許可をする場合には緊急的・私的一時預かり決定通知書（第８号様式）、

不許可とする場合にはその旨を記載した文書により、施設長を通じて当該申

請者に通知するものとする。ただし、予約システムによる申請があったときは、

緊急的・私的一時預かり決定通知書を用いず、予約システム及びＷＥＢメール

を用いて通知するものとする。 
４ 市長は、受入れを決定するに当たって児童の健康状態等をその保護者から

聴取する等の方法により十分に確認し、他の児童の処遇に支障を来すことの

ないよう留意するものとする。 
５ 市長は、私的理由による一時預かりについては、非定型的一時預かり及び緊

急的一時預かりの実施に支障を来すことのないよう留意するものとする。 

 
（一時預かりの利用者負担額等） 
第９条 第７条第３項及び第８条第３項の規定により許可を受けた保護者は、

別表第２に定める利用者負担額を保育を受けた日ごとに納付しなければなら

ない。ただし、第３条第１号の非定型的一時預かりによる保育を受けた場合は、

当該保育を受けた日の属する月の利用者負担額をまとめて当該月の最終日に

納付することができる。 

 
（許可決定の取消し等） 
第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、第７条第３項及び第

８条第３項の規定による許可の決定を取り消し、又は中止させることができ

る。 
（１）許可に係る申請に虚偽の事実があったとき。 
（２）対象となる児童が、疾病その他の理由のため、一時預かりに適する健康 

状態でなくなったとき。 
（３）他の児童に影響を及ぼすおそれがあるとき。 
（４）保護者が、納付すべき利用者負担額を滞納しているとき。 
（５）実施施設の指導に従わないとき。 
（６）前各号に掲げるもののほか、一時預かりを利用させることが不適当と認 

められるとき。 



２ 市長は、前項の規定により取り消し、又は中止させたときは、その旨及び 
理由を記載した文書を当該保護者に通知するものとする。ただし、保護者が

予約システムを利用している場合は、予約システム及びＷＥＢメールで通知

するものとする。 

 
（申請の取り下げ） 
第１１条 一時預かりの受入れを決定した日時に対象の児童の利用がなかった

場合は、申請者が当該日時の申請を取り下げたものとみなす。 

 
附 則（平成２３年藤沢市告示第４２０号） 

１ この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ 藤沢市認可保育所一時保育事業実施要綱（平成２２年藤沢市告示第１４７

号）は廃止する。 

   附 則（平成２３年藤沢市告示第８４号） 

 この告示は、平成２３年７月１日から施行する。 

   附 則（平成２４年藤沢市告示第３４１号） 

 この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年藤沢市告示第４２６号） 

 この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この告示は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年９月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月４日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。ただし、別表第１の改正規

定は、令和元年９月２４日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年５月６日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年１０月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

別表第１（第２条関係） 

名     称 位          置 

藤沢市立善行保育園 藤沢市善行二丁目１８番地の１ 

藤沢市立小糸保育園 藤沢市大庭５１０３番地の３ 

藤沢市立鵠沼保育園 藤沢市本鵠沼三丁目１６番２５号 

藤沢市立湘南台保育園 藤沢市湘南台六丁目３１番地の６ 

社会福祉法人二葉福祉会  

二葉保育園 
藤沢市鵠沼海岸六丁目６番１０号 



社会福祉法人藤葉福祉会 

村岡保育園 
藤沢市大鋸一丁目２番１５号 

社会福祉法人藤雪会 

保育園小さなほし 
藤沢市湘南台三丁目９番地の１ 

社会福祉法人真澄児童福祉会 

富士見保育園 
藤沢市片瀬五丁目１３番１５号 

社会福祉法人喜寿福祉会 

グリーンキッズ湘南 

藤沢市大庭７９９０番地の１ 

社会福祉法人伸こう福祉会 

キディ湘南Ｃ－Ｘ 
藤沢市辻堂神台一丁目３番３９号 

社会福祉法人永寿会 

湘南まるめろ保育園 
藤沢市城南一丁目１６番１６号 

社会福祉法人喜寿福祉会 

グリーンキッズ湘南ライフタウン 
藤沢市大庭５４０６番地の１４ 

社会福祉法人ユーカリ福祉会 

たかすな保育園 
藤沢市辻堂西海岸二丁目１２番１号 

学校法人湘南深沢学園 

保育園アワーキッズ湘南 
藤沢市鵠沼橘一丁目６番２号 

社会福祉法人喜寿福祉会 

グリーンキッズ湘南村岡 
藤沢市渡内三丁目８番６７号 

社会福祉法人ひばり 

藤沢ひばりっこ保育園 
藤沢市本町四丁目１２番１号 



社会福祉法人喜寿福祉会 

グリーンキッズ湘南善行駅前 
藤沢市善行一丁目３番地 

社会福祉法人喜寿福祉会 

グリーンキッズ湘南ミナパーク 
藤沢市藤沢６０７番地の１ 

社会福祉法人二葉福祉会 

白旗保育園 
藤沢市藤沢二丁目５番１号 

社会福祉法人わかたけ福祉協会 

わかたけ保育園 
藤沢市辻堂三丁目９番１６号 

 
 
別表第２（第１０条関係） 

 
利用者負担額 

（計） 

（内訳） 

保育料 

（無償化対象経費） 

給食食材料費 

（無償化対象外経費） 

４時間以下   １，２００円 ９８０円 ２２０円 

４時間超   ２，４００円 
  ２，１８０

円 
２２０円 

※ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯及びその他市長が必

要と認める場合は、いずれも０円 

 


